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2017 年 8 月 26 日	 卵子提供・代理出産で家族をつくる(第四回)	

 
 

 
 
 

「米国における卵子提供と代理出産」	

Molly E. O’Brien, Esq., Law Offices of Molly O’Brien 
 

卵子提供や代理出産を法的側面からサポートしている。これらは米国では契約

行為であり、双方の側の権利を守るため、法的専門家の関与が不可欠である。

ドナーや代理母の側にも弁護士がつく。卵子提供の契約は、比較的簡易に行わ

れ、双方の権利や義務に関し複雑なことは生じない。米国では匿名でも顕名で

も可能である。代理出産はそれよりは複雑である。カリフォルニア州では代理

出産は合法である。カリフォルニア州で行われる限り、その契約は保護される。
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但しカリフォルニア域外では違法になるケースもあるので代理母は州外に移動

できないなど制約がある。経験を積んだ法的専門家が関与し、契約を行えば、

多くの問題は解消できるだろう。妊娠出産にはリスクがつきものであり、それ

によって医療費も大きく増減する。医療保険は必須だが、どのような保険を購

入するか、慎重に判断し選択する必要がある。早産や未熟児の誕生は高額な医

療費を招く可能性があるので、多胎妊娠とならないよう単一胚移植を勧める。 
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「米国代理出産−−低コストで成功率を最大化する」	

Said Daneshmand MD., San Diego Fertility Center 
 

体外受精には高額の費用がかかるため、少しでも成功率を高める工夫が必要で

ある。提供卵子を用いるサイクルでは成功率は 9 割を超えるほど高い。自己卵
子を用いるサイクルでは、凍結胚移植となるが、凍結技術の急速な向上により、

新鮮胚の場合と成功率は変わらない。着床前遺伝子検査/スクリーニングは、一
般に遺伝病の検出や性別選択に用いられるが、遺伝子異常がある胚を検出する

ことによって妊娠率の向上に寄与する。インビトロで複数の受精卵を作成して

も、実際には着床に適していない受精卵も多くあり、患者の年齢が高くなるほ

ど、着床しない、あるいは着床してもその後流産となるケースが増える。この

ため、受精卵の生検は、35歳以上の患者などには有効である。センターでは、
成功率の向上に努めているが、成功に至るまでの患者の金銭的な負担は大きい。

このため、一定の料金で(受精卵がある限り)追加費用なしで治療が行える保障プ
ランも設けた。 
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「代理出産の現在と卵子提供の真髄」	

清水直子	

 
	 日本では卵子提供はほとんど実施されておらず、代理出産は日本産科婦人科

学会の会告によって事実上禁止されている。このため、海外での治療が主要な

選択肢となる。新興国での代理出産プログラムは安価であるため、新興国が選

ばれるケースも多いが、法的に安定しておらず、現地の状況について常に情報

をアップデートする必要がある。国内のメディアは誤った情報を流すことがあ

るので要注意である。	  
	 クライアントの中には、卵子提供が必要なケースと代理出産が必要なケース

を混同していることもあり、注意が必要である。卵子提供は、遺伝的には他人

の卵子であるが、クライアント自身が妊娠出産するため、その後の育児にスム

ーズに移行できるケースが多いと感じている。卵子提供に関しては、近年、卵

子バンクが進出してきており、今後、大きく変化していくことが予想される。

卵子バンクは、ドナーの採卵を待つ必要がなく、すぐにプロセスに入れること

など、利便性が高い反面、質の悪い卵子が含まれていないかどうか、本当にプ
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ロフィールの女性の卵子かどうかなど、検証しにくいというリスクが存在する

ため、注意が必要である。 
 

 
 
 

「子どものルーツをどのように伝えるのか」	

日比野由利	

 
精子提供は半世紀以上前からおこなわれ、現在成人となった人々からは、出自

を知る権利が提唱されている。これを受けて、出自を知る権利を法制化してい

る国もある。現在では、配偶子提供や代理出産で生まれた事実を子どもに告げ

ることが望ましいとされている。子どもが人生の最初から事実を受け止め、自

分の人生を生きていくために告知は欠かせない。子どもが理解できなくとも、

できるだけ早い時期から伝え、子どもの成長や理解にあわせて何度も語りかけ

ることが望ましい。子どもが集団生活に入る前に、確かな信頼関係を構築して

おけば、子どものアイデンティティは揺らがないだろう。ただし、卵子提供や

代理出産によって家族を持つことは、日本社会では極めてマイノリティであり、

周囲の人々との関係では難しい問題が残されている。そのような偏見から子ど

もを守るためには、伝え方に工夫が必要かもしれない。 
 



 6 

 
 

 
 
 
 



 7 

 
 

 



 8 

 


